
施策評価シート
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基本政策間連携
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施策の性質上、具体的
な目標指標は設定して
いません。
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いません。
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まちづくりの目標指標
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1

施策等名称 地域防災計画の推進
体系番号 0702010101
主管課 防災課

①

現状と課題

茅野市は、広大な市域を抱え、多くの急傾斜地や、急こう配の河川など複雑な地形を有しており、これまで豪雨や洪水、豪
雪といった各種災害に見舞われてきました。また、糸魚川から甲府盆地に延びる「糸魚川静岡構造線断層」は、日本で最も
活動が活発な活断層の一つが市街地を通過しています。このため、市民生活に甚大な被害を及ぼす恐れのある大規模災
害への対処、実情に即した被害想定、災害発生時の応急対策や復旧など、災害に係る事務や事業に関し総合的な策定が
必要となっています。

めざす将来像
（あるべき姿、基本的

な考え方）

過去の災害の経験を教訓に、近年の社会構造の変化を踏まえ、茅野市の実情を反映させた災害予防、災害応急対策、災
害復旧に関する計画を策定し、市民の生命、身体、財産を災害から守ります。
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計画策定時指標名称

発災後、速やかに施設を復旧し、被災者に対して適切な援護を行うことにより、被災地の復旧・復興を図る。
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指標の説明（単位）

適切かつ速やかな災害復旧、復興 主管課

2

2022年度目標値
2027年度目標値

防災課

起こり得る災害や被害を的確に想定するとともに、過去に起こった大規模災害の教訓を踏まえ、ソフト・ハードを組み合わせて、一
体的な災害予防を推進する。

名
称
迅速かつ円滑な災害応急対策 防災課

被害状況の早期把握、正確な情報収集と的確な市民への情報伝達に努め、市民の生命、身体財産を守ることを最優先に、災害応
急対策を進める。
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２　指標等の推移と変動要因

施策等名称 地域防災計画の推進
体系番号 0702010101
主管課 防災課

2021年度 2022年度

指標No. 中間目標値 実績値　/　達成率（実績値÷目標値）

2020年度体系区分
成果指標名

計画策定時 2018年度 2019年度

1 0.00 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

柱1 施策の性質上、具体的な目標指標は設定し
ていません。

0.00

0.00 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

柱2 施策の性質上、具体的な目標指標は設定し
ていません。
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柱3 施策の性質上、具体的な目標指標は設定し
ていません。
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施策等名称 地域防災計画の推進
体系番号 0702010101
主管課 防災課

３　評価・改革改善 （単位：円）

評
　
　
　
　
　
価

項　　目 2018年　（前年度比） 2019年　（前年度比） 2020年　（前年度比） 2021年　（前年度比） 2022年　（前年度比）

投
資
額

事業費(円)

うち一財(円)

進捗評価 おおむね順調 おおむね順調 おおむね順調

増減理由
（一般財源
前年度比
±10％以
上の場合
に記載）

理　由

災害は食い止めようとし
ても起こってしまう。
災害が起きる前の対応
の検討や避難訓練の実
施。過去の災害を教訓と
した地域での予防策の
推進を図る。

災害は食い止めようとし
ても起こってしまう。
災害が起きる前の対応
の検討や避難訓練の実
施。過去の災害を教訓と
した地域で作る防災マッ
プの作成と、地区におけ
る予防策の推進を図る。

災害時（浸水時）におけ
る対策拠点の検討。
風水害の対策や災害が
起きた後の対処の検
討。
各区・自治会における地
区防災マップの作成。
コロナ感染対策による避
難所運営マニュアルの
作成。
昨年度導入の排水ポン
プ車の操作研修会の実
施。

災害は食い止めようとし
ても起こってしまう。
災害が起きる前の対応
の検討や避難訓練の実
施。過去の災害を教訓と
した地域で作る防災マッ
プの作成と、地区におけ
る予防策の推進を図る。
また、防災面からのコロ
ナウイルス感染症対策
に対しての対策を図る。

総
合
評
価

主
な
取
組
内
容
や
成
果

７月の長雨、８月のゲリ
ラ豪雨、９月、10月の台
風の通過に対しそれぞ
れ災害対応を行なった。
それぞれの事象に対し
ての対応は概ね問題な
く処理できたと思われ
る。また、１０月の台風
の際は浸水被害の発生
した地区が出てしまった
が、避難者の取り残しな
く避難対応を行なえた。

８月のゲリラ豪雨、９月、
10月の台風の通過に対
しそれぞれ災害対応を
行なった。それぞれの事
象に対しての対応は概
ね問題なく処理できたと
思われる。また、１０月
の台風の際は、昨年浸
水被害の発生した地区
において浸水に対しての
対応を行ない浸水を免
れた。また、２地区にお
いて避難対応が行なえ
た。

７月の長雨、８月９月の
ゲリラ豪雨、９月、10月
の台風の接近に対しそ
れぞれ災害対応を行
なった。それぞれの事象
に対しての対応は概ね
問題なく処理できたと思
われる。また、2018年、
2019年に浸水被害が発
生した上原区において
地震・浸水等を想定した
地区防災マップの作成
が行なえた。

課
題

長期間の停電時における対
応。
災害時における、高齢者や
要支援者、災害弱者への対
応。
避難勧告、避難指示などの
発令と、実際の避難のタイミ
ング。
避難所開設の準備と、避難
所を開設した後の対応につ
いて。土砂災害警戒区域内
における自主防災組織の避
難訓練の実施が少ない

長期間の停電時における対
応。
災害時における、高齢者や
要支援者、災害弱者への対
応。
避難勧告、避難指示などの
発令と、実際の避難のタイミ
ング。
避難所開設の準備と、避難
所を開設した後の対応につ
いて。土砂災害警戒区域内
における自主防災組織の避
難訓練の実施が少ない

長期間の停電対応。
災害時における、高齢者や
要支援者、災害弱者への対
応。
避難勧告、避難指示などの
発令と、実際の避難のタイミ
ング。
避難所開設の準備と、避難
所を開設した後の対応につ
いて。（コロナ感染対策を含
む）
土砂災害警戒区域内におけ
る自主防災組織の避難訓練
は、わずかながら行われ始
めているが、まだまだ実施
が少ない状態。

重点化する
施策の柱

1 1 1

重点
事務事業

改
革
・
改
善

改革・
改善内容

災害時における対策拠
点の検討。
近年の風水害の対策や
災害が起きた後の対処
の検討。
災害時における、庁内関
係部署との連携の見直
し。
令和元年９月に導入さ
れる排水ポンプ車の運
用方法の検討。

災害時における対策拠
点の検討。
近年の風水害の対策や
災害が起きた後の対処
の検討。
災害時における、庁内関
係部署との連携の見直
し。
９月に排水ポンプ車の導
入を行ない、１０月の台
風通過時に使用を行
なった。

2021年5月31日

作成担当者
最終評価責任者
最終評価年月日

藤森岳肇 藤森岳肇 藤森岳肇

伊藤弘通 伊藤弘通 伊藤弘通

令和元年5月31日 2020年7月17日
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点
化


